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１ 評価結果一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 事務事業見直しにおいて見直し対象とした事業の評価結果概要 

①  事務事業見直しの評価結果（以下、「前回」と言う。）が「継続」だった２２２事業のうち、

引き続き事業を「継続」するものが１８２事業、「拡充」が８事業、「改善」・「縮小」が１１

事業、「廃止」が９事業。他の事業に予算を組み替えて実施しているものは１２事業。 

②  前回「改善」だった１７６事業のうち、引き続き改善の取り組みを「継続」するものが１

３６事業、「拡充」が１１事業、さらなる「改善」・「縮小」が１８事業、「休止」・「廃止」が

４事業。他の事業に予算を組み替えて実施しているものは８事業。 

③  前回「縮小」だった３３９事業のうち、引き続き縮小の取り組み事業を「継続」するもの

が２１２事業、「拡充」が８８事業、さらなる「縮小」・「改善」が１７事業、「休止」・「廃止」

が１２事業。他の事業に予算を組み替えて実施しているものは１０事業。 

④  前回「延期」だった２３事業のうち、引き続き事業を「延期」するものが８事業、「実施」

が２事業、既に実施している事業の「拡充」・「継続」が９事業、「休止」・「廃止」が３事業。

他の事業に予算を組み替えて実施しているものは１事業。 

⑤  前回「休止」だった１３事業のうち、引き続き事業を「休止」するものが３事業、「実施」

が６事業、既に実施している事業の「継続」が１事業、「廃止」が３事業。 

⑥  前回「廃止」だった５８事業のうち、計画どおり事業を「廃止」したものが４４事業、新

たな制度として事業を「新規」に実施するものが１事業、社会状況の変化への対応により事

業を「継続」したものが４事業で、うち「拡充」したものが２事業、他の事業に予算を組み

替えて実施しているものは９事業。 

 

（参考１）平成２３年度の事務事業見直しと今回の評価結果の状況 

＜事務事業見直しにおいて見直し対象とした事業＞

今回（事務事業見直し検証）

新規 実施 拡充 継続 改善 縮小 延期 休止 廃止 組替 計

　継続 0 0 8 182 8 3 0 0 9 12 222

　改善 0 0 11 135 16 2 0 1 3 8 176

　縮小 0 0 88 212 10 7 0 1 11 10 339

　延期 0 2 1 8 0 0 8 1 2 1 23

　休止 0 6 0 1 0 0 0 3 3 0 13

　廃止 1 0 2 2 0 0 0 0 44 9 58

計 1 8 110 540 34 12 8 6 72 40 831

＜24年度以降の新規事業及び事務事業見直しにおいて見直し対象外とした事業＞

新規 実施 拡充 継続 改善 縮小 延期 休止 廃止 組替 計

24年度以降新規事業 0 0 12 78 0 3 0 3 7 6 109

見直し対象外事業 0 0 2 55 0 1 0 0 2 5 65

0 0 14 133 0 4 0 3 9 11 174

前
回

（
見
直
し

）

計

※ 事務事業見直し時の見直し対象件数は830事業だが、今回の検証を行うに当たり、事業の進捗状況にあわせて
　評価シートを分割した事業があったため、23年度当時から事業が1増加
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（参考２）平成 23年度の財源確保の考え方に基づく状況 

 見直し時の予定 取組の状況 

行政内部の経費の見直し 4,462,000千円 4,735,565千円 

事業運営の見直し 2,147,000千円 1,914,871千円 

施設運営の見直し 888,000千円 963,927千円 

団体補助・助成制度の見直し 601,000千円 1,014,809千円 

公益法人等の見直し 698,000千円 693,297千円 

事業の延期 4,011,000千円 3,318,018千円 

その他 726,000千円 182,081千円 

合計 13,533,000千円 12,822,568千円 

※ 財源確保額の状況については、予防接種の法定化や待機児童対策に伴う子育て支援をはじめ

とする経常的経費の増加や、東山小学校改築の前倒し実施による投資的経費の増加などによ

り、現時点では、財源確保予定額を下回る見込みとなっている。 

※ 事務事業見直し時の財源確保額の算出方法は、23 年度の当初予算額から各年度の予定事業費

を引くことで求めている。 

※ これまでの取組の状況は、事務事業見直し時と同様の算出方法に基づき、23 年度の当初予算

額から各年度の決算額（26年度は当初予算額）を引くことで求めている。 

※ 各年度の決算額（26 年度は当初予算額）には、緊急財政対策にかかる財源確保としての取組

である「事務事業見直し」による財源確保であり、「区有資産の売却」や「歳入確保策」によ

る歳入は含まれていない。 

※ 各項目ごとの端数処理により、削減額合計は一致しない。 

 

 

 


